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江東区バトミントン協会規約 

 

総則 

第１条 （名称および事務所） 
本会は、江東区バドミントン協会（以下「協会」と言う）と称し、事務所を江東区内に置く。 

第２条 （目 的） 
協会はバドミントンの健全なる普及発展と区民、各職域勤務者及び区内でバドミントン活動をす

る者のリクレーション、健康増進スポーツマンシップの涵養並びに相互の親睦を目的とする。 
第３条 （事 業） 

協会は、第２条の目的達成の為、次の事業を行う。 

1. 江東区、区教育委員会、区体育協会及び上部団体の行う行事に参加。 

2. 区内における個人及び団体戦大会の開催。 
3. 競技場及び用具の斡旋。 
4. バドミントン協会の指導及び講習会の開催。 
5. その他本協会の目的を達成するために必要な事項。 

第４条 （会 員） 
   会員は次の各項に該当する者で構成する、但し中学生以下は除く。 

1. 区内に在住、在勤及び在学する者で、且つ協会に登録した者。 

2. 第６条に示す登録クラブに在籍し、且つ協会に登録した者。 

3. 特に協会の認めた者。 
但し、一度協会に登録したものは期中のクラブ間の移動ならびに個人登録からクラブへ変更（クラ

ブから個人登録も含む）は出来ないものとする。 
第５条 （退 会） 

会員は会長に届出て退会をすることができる。また、会員が次の場合に当たる時は、会長は理事会   
の協議を経て会員を退会させることができる。 
1. 理由無くして会費を滞納した時。 
2. 協会の秩序を著しく乱した時。 

第６条 （登録クラブ） 
江東区バドミントン協会「バド協登録・大会申込・競技規則」に基づき以下の条件を満たす団体  

登録クラブとして協会に登録をし、協会の主催する各種競技に参加できるものとする。 
       但し、クラブの登録は年度始めとし、期中は登録出来ないものとする。 

1. クラブ代表者は江東区在住者または在勤者であること。 

2. クラブ練習会場が江東区内に確保されていること。 

3. クラブ人員が６名以上であること。 

4. クラブ会員は原則社会人であること。 

5. 在住／在勤以外の在クラブ員は当該クラブ練習会に主として参加していること。 
第７条 （理事の選出） 

登録クラブは組織規模に応じて以下の人数の理事を選出し、協会に登録する。 
1. 登録会員３０名未満      １ 名 
2. 登録会員３０名以上      ２ 名 

第８条 （役 員） 
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協会には以下の役員を置く。 
1. 会 長              １ 名 
2. 副会長              若干名 
3. 理事長              １ 名 
4. 副理事長             若干名 
5. 会 計              ２ 名 
6. 江東区事務局           ２ 名 
7. 東京都事務局           ２ 名 
8. 第1６条に設ける部長･副部長    各１名 

第９条 （役員の選出） 
役員は役員会で推薦し、総会にて承認される。 

第１０条 （役員の責務） 
   各役員は以下の責務を遂行する。 

1. 会長は協会を代表し、協会業務を統括する。 
2. 副会長は会長を補佐し、会長不在の時はこれを代理する。 
3. 理事長は理事会を統括する。 
4. 副理事長は理事長を補佐し理事長不在の時はこれを代理する。 
5. 会計は会計業務並びに出納業務を処理する 

第１１条 （役員の任期） 
役員の任期は原則として２年とする。尚、再任は妨げない。 

第１２条 （会 議） 
協会は以下の会議を設ける。 
1. 総会は最高決議機関と位置付け、年度計画、予算ならびに役員選出の承認、規約の改定等を行

う。 
2. 理事会は協会運営上の諸問題について協議、決定する場とし、原則隔月に理事長が召集して開催する。 
3. 役員会は理事長会務を執行するに当り各役員と協議する場とし、原則隔月理事長が召集する。 

第１３条 （総会の開催） 
   総会は以下の通り開催する。 

1.  定期総会は１年に１回、会長が召集して開催する。 
2.  臨時総会は必要に応じて会長が召集して開催することができる。 

第１４条 （総会の成立） 
   総会は以下の条件にて成立される。 

1. 総会は全理事で構成され、構成員の１／２以上の出席をもって成立する。 
2. 当該理事出席できない場合は同一クラブ登録者による代理出席を認める。 

第１５条 （会議の議決） 
会議の議決は出席者の２／３以上をもって決定する。 

第１６条 （組 織） 
協会運営のため以下の各部を設ける。原則として各理事は下記のいずれかの部に所属し、諸提案を

まとめる。 
1. 総務部 
2. 競技部 
3. 指導育成部 
4. 審判部 

第１７条 （会 計） 
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協会の経費は個人登録料、参加料、寄付金、その他の収入をもってこれに充てる。 

 

第１８条 （会計年度） 
協会の会計年度は毎年4月1日より翌年3月31日迄とする。 

第１９条 （会計監査） 
協会は会計監査2名を選任し、本会の財務を監査する。 

会計は年１回会計報告書ならびに諸伝票について会計監査の監査を受けた後、総会で報告し、承認を受ける。 

第２０条 （協会推薦指導員） 
協会は別紙に定める細則に基づき協会推薦指導員を選定し、任務を委託する。 

第２１条 （改 廃） 
この規約の改廃は、理事会で協議の上総会で議決する。              

付則 

第１条 （規約の発効） 
この規約は令和6年4月25日から発効する。 

以上 

昭和３３年 ７月２４日 制定  昭和４２年 ４月 １日 改正  昭和５９年１０月 １日 改正  平成 ２年１２月２７日 改正 

平成 ３年 ２月２０日 改正  平成 ５年 ３月１０日 改正  平成 ７年 ６月２４日 改正  平成 ９年 ６月１６日 改正 

平成１１年 ４月１９日 改正    平成１５年 ５月２８日 改正  平成２０年 ４月２４日 改正  平成２３年 ４月２９日 改正 

平成２９年 ４月２４日 改正  令和 ５年 ４月２６日 改正  令和 ６年 ４月２５日 改正 


